
各学科の事前課題（テーマ１,２）のうち、どちらかが出題されますので、両テーマについて事前
に十分学習してください。また、その内容は面接で質問されることもあります。なお、事前に学
習した記入物等については提出の必要はありません。（持ち込み不可）

【地域経営学科】　
◆テーマ１

次の文章を読んで、以下の２つの問いについて答えなさい。

問１．地方創生に向かっての政府の取り組みについて300字から400字以内で答えなさい。

問２．将来にわたって「活力ある地域社会の実現」を目指すべく2020年度からは総合戦略の第２
期（2020年度から2024年度まで）が始まっており、施策の方向性として「稼ぐ地域をつくるととも
に、安心して働けるようにする」「地方とのつながりを築き、地方への新しいひとの流れをつく
る」「結婚・出産・子育ての希望をかなえる」「ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な
地域をつくる」といった４つの基本目標が定められている。また、横断的目標として「多様な人
材の活躍を推進する」「新しい時代の流れを力にする」を掲げている。これらの目標の設定や達成
に向けての自身の考えを300字から400字以内で答えなさい。

〈第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2020 改訂版）〉
地方創生は、出生率の低下によって引き起こされる人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京
圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたって
活力ある日本社会を維持することを目的としている。
この目的に向かって政府一体となって取り組むため、2014 年11 月、まち・ひと・しごと創生法

（平成26 年法律第136 号）が制定され、内閣にまち・ひと・しごと創生本部が設置された。同年
12 月には、2060 年に１億人程度の人口を維持するなどの中長期的な展望を示した「まち・ひと・
しごと創生長期ビジョン」（以下「長期ビジョン」という。）を策定するとともに、まち・ひと・し
ごと創生法に基づき、５か年の目標や施策の基本的方向等をまとめた、第１期（2015 年度から
2019 年度まで）の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「総合戦略」という。）を策定した。第
１期「総合戦略」では、「地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする」、「地方への新しい
ひとの流れをつくる」、「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」及び「時代に合った
地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する」を４つの基本目標とし、
取組を進めてきた。
また、国のこうした枠組やまち・ひと・しごと創生法の趣旨を踏まえ、少子高齢化と人口減少と
いう危機感を共有しながら、地方公共団体においても、「地方人口ビジョン」並びに「都道府県ま
ち・ひと・しごと創生総合戦略」及び「市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下、これら
を合わせて「地方版総合戦略」という。）が策定された。
この間、国においては、地方経済も含めた日本経済の成長戦略を始め、一億総活躍、働き方改革、
人生100 年時代等の取組を通じて、一人ひとりが自らのライフスタイルに応じて、潤いのある充
実した人生を送るための環境づくりを積極的に進めてきた。地方においては、農業、製造業、観
光等の地域産業の振興や大学・企業の連携によるイノベーションの創出・人材育成を始め、コン
パクトシティ、小さな拠点等による安心して生活ができる地方をつくるための様々なプロジェク
トが展開されてきた。こうした中で、若い世代が地方に住まい、起業をすることで、人生の新た
な可能性を探る動きが芽生え、また、副業・兼業や、テレワークなどの多様な働き方や社会貢献
活動などを通じて、継続して地域との関わりを持つ動きも見られる。

参考文献
「第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2020 改訂版）」『内閣官房・内閣府総合サイト　地
方創生』〈https://www.chisou.go.jp/sousei/info/〉（2020年12月21日発表）

小論文［事前課題］ ◆テーマ２
次の文章を読んで、以下の問いに答えなさい。

問い　今後の日本社会はどのように変革していくと考えられるか、あなたの考えを600字以上800
字以内で述べなさい。

データ主導型の「超スマート社会」への移行  
5Gの生活への浸透とともに、AI・IoTの社会実装が進むことによって、サイバー空間とフィジ
カル空間が一体化するサイバー・フィジカル・システム（CPS）が実現し、データを最大限活用
したデータ主導型の「超スマート社会」に移行していくこととなる。そこでは、デジタル時代の
新たな資源である大量のデータから新たな価値創造が行われ、暗黙知の形式知化、過去解析から
将来予測への移行、部分最適から全体最適への転換が可能となる。これにより、必要なモノ・サ
ービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供することにより、様々な社会課題解決と経
済成長を両立する「Society 5.0」が実現する。  
2030年代には、サイバー空間とフィジカル空間の一体化が更に進展し、フィジカル空間の機能が
サイバー空間により拡張されるだけでなく、フィジカル空間で不測の事態が生じた場合でもサイ
バー空間を通じて国民生活や経済活動が円滑に維持される強靭で活力のある社会が実現する。我
が国における一層の社会課題解決と経済成長だけでなく、人類の共通基盤として「持続可能な開
発目標」（SDGs）において示されている「誰一人取り残さない持続可能で多様性と包摂性のある社
会」や「地球（環境）の維持」等の理念の実現にも大きく貢献するものと期待できる。  

〈以下　省略〉

出典：「令和2年版　情報通信白書」（総務省）
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r02/html/nd141100.html


